
 

 

 

 

シュローダー・インベストメント・マネジメント㈱ 

会社名 シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 100-0005 東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 

 電話 03-5293-1500 ファックス 03-5293-1230 

   ＨＰアドレス http://www.schroders.co.jp 

代表者 代表取締役社長  黒瀬 憲昭 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第90号 登録年月日 平成19年９月30日 

協 会 会 員 番 号 010-00082   

業 務 開 始 年 月 昭和61年１月１日 資 本 金 4.9億円 

作 成 部 署  電 話  

 

１．業の種別 
投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 
区分 名称 所在地 

提携企業 
シュローダー・インベストメント・ 

マネージメント・リミテッド 

1 London Wall Place, London, EC2Y 

5AU, U.K. 

提携企業 
シュローダー・インベストメント・マネージメント 

（シンガポール）リミテッド 

138 Market Street #23-01  

CapitaGreen, Singapore 048946 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

シュローダー・インターナショナル・

ホールディングス・リミテッド 
100％ 

   

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年12月期 4,767 9,461 543 338 2,220 

2020年12月期 3,145 7,324 206 35 1,879 

2019年12月期 3,914 8,841 1,247 766 2,211 
 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  100  名 

②運用業務従事者数  22  名 

 内 ファンド・マネージャー数  12  名、平均経験年数 23 年 10 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 － 名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 12 名、平均経験年数 23 年 10 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  10  名、平均経験年数 22 年 8 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  38  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  9  名 
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＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．2021年１月１日～2021年12月31日 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

UBS証券 64.5％  

ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券 22.5％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

ｼｭﾛｰﾀﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

(ﾖｰﾛｯﾊﾟ)ｴｽ･ｴｲ 
0.1％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取引行為に係る

取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号に規定する関係

外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 7 1,112,129 -  -  

私的年金 28 149,553 -  -  

その他 6 12,344 1 59,938 

計 41 1,274,026 1 59,938 

個人 - - - - 

国内 計 41 1,274,026 1 59,938 

       

海

外 

法

人 

年金 1 12,826 1 1,818 

その他 13 381,642 13 356,598 

計 14 394,468 14 358,416 

個人 - - - - 

海外 計 14 394,468 14 358,416 

       

総合計 55 1,668,494 15 418,354 

 
注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、15件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 1件 

 12,826百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 1件 

 1,818百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 18 4 0 8 15 1 7 1 1 

金額 857,790 15,762 0 69,223 648,753 3,516 49,996 21,945 1,508 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在）      （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 6 27 2 17 0 3 

 構成比(％) 10.9 49.1 3.6 30.9 0.0 5.5 

金額 3,490 55,375 12,401 414,272 0 1,182,955 

 構成比(％) 0.2 3.3 0.7 24.8 0.0 70.9 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

投資哲学 

信  念： 

徹底した調査に基づく分析と規律のあるポートフォリオ構築により、超過収益を実現する 

シュローダーの能力： 

グローバルなリサーチ体制とリスク管理に基づき、確信度の高い調査内容・見通しを市場の

機会に応じて反映させたポートフォリオを構築することで、付加価値を追求する 

 

この投資哲学に立って、弊社は次のような基本姿勢を堅持します。 

中長期的視点 

短期の相場変動に惑わされず、投資対象の実体価値を評価して中長期的な視点に立った投資

判断を行います。 

安定的運用 

価格変動の予測への過度の依存を慎み、バランスの取れた分散投資を心掛けます。短期の目

覚ましいパフォーマンスよりもむしろ安定的成果を目指し、これによって長期的に高いパ

フォーマンスを目指します。 

 

調査機能の充実 

シュローダー・グループが投資アプローチの中で重視する要素は、投資先経済及び企業につい

ての調査分析機能です。 

シュローダー・グループでは440名のファンドマネジャーとは別に237名の調査専門スタッフを

世界の拠点に配し、調査活動を徹底して行っています。 
2022年3月末現在 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

ストラテジック・インベストメント・グループ － マルチアセット（SIGMA） 

ストラテジック・インベストメント・グループ － マルチアセット（SIGMA）では、資産価格を

ドライブする複数のリスクプレミアムにフォーカスした調査を行います。各グループは、リス

クプレミアムの動向を注視し、バリュエーション、サイクル、流動性の観点からリスクプレミ

アムの投資魅力度について中長期的な観点に基づいた分析を行います。 

 

グローバル・アセット・アロケーション・コミッティー（GAAC） 

SIGMAの情報・分析を受けて、グローバル・アセット・アロケーション・コミッティ（GAAC）で

は「ハウスビュー」としての資産配分推奨を毎月行います。GAACは、マルチアセット投資のス

ペシャリストで構成される独立した小グループであり、資産クラスの選好とそれら確信度等を

含む「ハウスビュー」に対する責任を負います。GAACでの決定事項は議事録にまとめられ、

シュローダー・グループのイントラネット上に速やかに掲載されます。 

 

各プロダクトの運用 

SIGMA、GAACのアウトプットをグループ共通の参照情報としながら、各運用チームがそれぞれ運

用プロダクトにおける投資方針を決定します。株式、債券、マルチアセットやプライベート・

アセットなど幅広い資産クラスの運用プロダクトは、いずれも徹底的な調査と規律あるポート

フォリオ構築により運用されています。 

なお、シュローダー・グループの運用プロダクトについては、社内認証制度に基づくESGインテ

グレーションを完了しています。 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

投資顧問報酬（投資一任契約） 

以下を基準とし、資産種目の組み合わせ等に応じ個別に協議させて頂きます。 

対象資産額* 

（億円） 

年間投資顧問料率 (%)  ＜いずれも税抜き＞ 

国内株式 
国内株式 

（中小型） 
国内債券 外国株式 外国債券 

   ～ 10 

10 ～ 50 

50 ～ 

0.75 

0.70 

0.60 

0.80 

0.75 

0.65 

0.40 

0.35 

0.25 

0.90 

0.80 

0.70 

0.50 

0.40 

0.30 

最低報酬額 1,000万円＜税抜き＞ 

 *最低受託額の設定は行っておりません。  

1) 上記、手数料体系に基づき、お預かりする資産の組み合わせおよび配分に応じて、投資顧

問手数料を調整します。 

2) 弊社および弊社グループ企業が運用する投資信託またはオフショアファンドが利用可能な

資産クラスについては、それらの組入れを原則とします。 

上述2)のファンドに係る運用手数料等は弊社が申し受ける上述1)の投資顧問手数料から控除

するものとします。 

 
 11．その他、特記事項 
 シュローダー・グループについて 

弊社は、英国ロンドンを本拠地とするシュローダー・グループの日本法人です。 

シュローダー・グループは、マーチャントバンク、J・ヘンリー・シュローダー（1804年設立）

を母体として設立された独立系金融グループです。持ち株会社シュローダー plcは、前身であ

るシュローダーズ･リミテッドが1959年に株式公開をして以来、ロンドン証券取引所に上場して

います。 

 



 

 

 

 

Schonfeld Strategic Advisors (Japan) Pte. Ltd. 

会社名 Schonfeld Strategic Advisors (Japan) Pte. Ltd. 
 
所在地 〒 104-0031 東京都中央区京橋二丁目2番1号京橋エドグラン26階 

 電話 050-1791-2490 ファックス  

   ＨＰアドレス  

代表者 日本における代表者  菅原 貴道 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第3253号 登録年月日 2021年5月21日 

協会会員番号 012-02937   

業務開始年月 2021年6月16日 資本金 644,762米ドル 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 050-1791-2516 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

Schonfeld Strategic Advisors 

LLC 

100%    

     

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年12月期 334 334 12 △3 71 

2020年12月期  83 4 1 1 

  年 月期      

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数     13名 

②運用業務従事者数     7名 

 内 ファンド・マネージャー数     4名、平均経験年数   16年   4ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数  年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     1名、平均経験年数   7年   2ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数     2名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     1名 
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＜組織図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間    2021年5月21日～   2021年12月31日   

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

Daiwa Capital Markets Hong Kong Ltd 30. 3％  

SMBC Nikko Securities (Hong Kong) 

Limited 
20. 1％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人等・子法人等 

日本における代表者 

 

コンプライアンス部 

 
取締役会 

 

投資助言部 

 

監査役 

 

投資運用部 
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②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取引行為に係る

取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号に規定する関係

外国法人等に該当する法人 

 

７．契約資産 

① 契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 0 0 0 0 

個人 - - - - 

国内 計 0 0 0 0 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 1 44,920 - - 

計 1 44,920 0 0 

個人 - - - - 

海外 計 1 44,920 0 0 

       

総合計 1 44,920  0 0 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 1 件。 

 

② 海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③ 投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 - - 1 - - - - - - 

金額 - - 44,920 - - - - - - 

 

④ 契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 - - - 1 - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 

金額 - - - 44,920 - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

Schonfeld Strategic Advisors LLC（「Schonfeld」）は、クオンツ、ファンダメンタルエクイ

ティ、タクティカルトレーディング及び裁量マクロ＆債券戦略において、主に排他的または半排

他的に、内部およびパートナーのポートフォリオマネージャーが資本を投資するマルチマネー

ジャープラットフォームです。 Schonfeldは、グローバルポートフォリオマネージャーに自律

性、柔軟性、およびサポートを提供して、ビジネスの価値を最大化できるようにするための独自

のシステムを創出しています。Schonfeldのポートフォリオのエクスポージャーは、北米、南米、

ヨーロッパ、アジア、および複数のアセットクラスとプロダクツにわたっています。 
 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

ポートフォリオマネージャー及び特定のアナリストは、調査を実施し、投資の意思決定を行いま

す。各ポートフォリオマネージャーは、単独の裁量を持って各自のポートフォリオを管理しま

す。コンプライアンスオフィサーは、関連法規の遵守を確保するために、取引関連の活動を監督

する責任があります。またコンプライアンスオフィサーは、ポートフォリオマネージャーによる

Schonfeldグループのコンプライアンスポリシーの遵守をモニタリングします。 

 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

当社の顧客は、全て当社の関連会社です。 

 

当社は、提供する投資一任サービス、投資助言サービスに対して、「コストプラス」の計算方法

に基づいて決定される報酬を、顧客から受け取ります。この方法では、報酬は、（i）当該期間中

に日本で投資一任業務および投資助言業務に関連して発生した全ての費用の合計額に、（ii）特

定の運営費用の一定のマージン率（様々な要因に応じて随時変更される可能性があります）を加

えた金額として決定されます。 

 

 

 

11．その他、特記事項 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

シルク・キャピタル㈱ 

会社名 シルク・キャピタル株式会社 
 
所在地 〒 102-0083  東京都千代田区麹町3-1  Kojimachi Terrace 10階 

 電話 03-6885-6390 ファックス  

   ＨＰアドレス  

代表者 代表取締役兼投資運用部長  衣畑 秀樹 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）第3195号 登録年月日 2020年6月8日 

協会会員番号 012-02903   

業務開始年月 2020年9月 資本金 107,500千円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-6885-6390 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当無し   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

衣畑秀樹 100%    

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年11月期 66 66 △7 △7 81 

2020年11月期 2 △72 △73 △73 68 

2019年11月期 - - △4 △4 96 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数 7 名 

②運用業務従事者数 3 名 

 内 ファンド・マネージャー数 1 名、平均経験年数 27 年 0 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

内 調査スタッフ数 2 名、平均経験年数 13 年 0 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数 0 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数 0 名 



 

 

 

 

シルク・キャピタル㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

リスク管理委員会 

株主総会 

 

監査役 

 

取締役会 

代表取締役 コンプライアンス部 

 

投資運用部 

 

業務管理部 

 

チーフ・オペレイティング・オフィサー  

投資運用委員会 

内部監査委員会 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間  2020年12月1日～ 2021年11月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

Goldman Sachs International 20.96 ％  

Morgan Stanley & Co International Plc 18.30 ％  

Goldman Sachs Funds, plc 15.39 ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 



 

 

 

 

シルク・キャピタル㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 - - - - 

個人 - - - - 

国内 計 - - - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 1 15,433 - - 

計 1 15,433 - - 

個人 - - - - 

海外 計 1 15,433 - - 

       

総合計 1 15,433 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

② 海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 -件 

 -百万円 

欧州 -件 

 -百万円 

アジア -件 

 -百万円 

その他 -件 

 -百万円 

 

③ 投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 1 - - - - - - - - 

金額 15,433 - - - - - - - - 

 

④ 契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数    1   

 構成比(％)    100.0%   

金額    15,433   

 構成比(％)    100.0%   

 



 

 

 

 

シルク・キャピタル㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 
 
【投資哲学】 
当社の投資哲学は、日本の株式市場において、綿密なファンダメンタル分析かつボトム・アップリ

サーチに基づき、当社独自のユニークな投資アイデアに基づく銘柄を発掘することです。 
 
【運用スタイル】 
当社の運用スタイルは、日本市場に特化したロング・ショート・ファンダメンタル・ストラテ

ジーで、比較的集中しバランスのとれたポートフォリオを長期的に運用することを目指していま

す。投資元本を守るために、市場動向に対して耐性のあるリスク・マネジメントを実施し、上昇

機会を逃さず、アルファ投資によるリターンを継続的に創出することを目指します。 
 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 
投資運用部が週次で行う投資アイデアに関する会議に加え、投資運用部員およびリスク担当取締

役が出席し、月次で開催する投資運用委員会において、総合的に投資方針を議論し決定します。 
 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

投資一任契約に係る報酬額は、契約資産額に一定の料率を乗じた運用管理報酬と、運用成果に基

づく成功報酬からなります。 

 

 

11．その他、特記事項 

【会社沿革】 

2019年6月： 会社設立 

2020年6月： 金融商品取引業（投資運用業）登録   

2020年9月： 資産運用開始 

 
 



 

 

 

 

しんきんアセットマネジメント投信㈱ 

会社名 しんきんアセットマネジメント投信株式会社 
 
所在地 〒 104-0031 東京都中央区京橋３-８-１ 信用金庫会館 京橋別館 

 電話 03-5524-8161 ファックス 03-5524-8191 

   ＨＰアドレス https://www.skam.co.jp 

代表者 代表取締役社長  花岡 隆司 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第338号 登録年月日 2007年９月30日 

協会会員番号 第011-00503号   

業務開始年月 1991年４月 資本金 ２億円 

作 成 部 署 企画総務部 電 話 03-5524-8161 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

信金中央金庫 100％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期 125 5,871 1,131 774 7,344

2021年３月期 99 5,224 960 657 6,570

2020年３月期 132 5,805 1,313 904 5,912

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  74  名 

②運用業務従事者数  23.6  名 

 内 ファンド・マネージャー数  15  名、平均経験年数 19 年 0 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 0 名、平均経験年数 - 年 - ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 5 名、平均経験年数 20 年 11ヵ月 

 内 調査スタッフ数  3  名、平均経験年数 14 年 3 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  18  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  1  名 



 

 

 

 

しんきんアセットマネジメント投信㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年４月１日～2022年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

BBH 24.9％  

みずほ証券 14.5％  

みずほUSA 10.7％  

 ％  

    ％ 

下記③に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

株

主

総

会 

取

締

役

会 

経営管理部 

運用部 

監

査

役 

代

表

取

締

役

社

長 

企画総務部 

運 

用 

本 

部 

運用企画部 

トレーディング部 

内部監査部 

管 

理 

本 

部 

業務管理部 

ｸﾗｲｱﾝﾄｻｰﾋﾞｽ部 



 

 

 

 

しんきんアセットマネジメント投信㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 2 13,389 - - 

その他 3 59,998 - - 

計 5 73,387 - - 

個人 - - - - 

国内 計 5 73,387 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 - - - - 

個人 - - - - 

海外 計 - - - - 

       

総合計 5 73,387 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 2 - 1 - - - - - 2 

金額 13,389 - 19,998 - - - - - 40,000 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 - 1 1 3 - - 

 構成比(％) - 20.0% 20.0% 60.0% - - 

金額 - 4,129 9,260 59,998 - - 

 構成比(％) - 5.6% 12.6% 81.8% - - 

 



 

 

 

 

しんきんアセットマネジメント投信㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

（１）中長期的な運用の重視 
運用は、分散投資を基本とし、ファンダメンタルズの調査・分析に基づく投資判断に加え、投資の意思 
決定に際して非財務的要素であるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）を考慮することにより、責任ある 
投資を実行するとともに、中長期的な資産価値の増大を図ることを重視しています。 

（２）運用の一貫性・継続性の確保 
運用の実践にあたっては、プロセスやポートフォリオのモニタリング、リスク分析および結果検証など 
運用に係るＰＤＣＡを徹底し、一貫性・継続性を確保します。 

（３）積極的な情報開示 
運用内容については、明確で分かり易く、透明性の高い情報開示を積極的に行います。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

＜概念図＞ 

 

ＰＬＡＮ（計画）

投資政策委員会

基本的な運用方針、運用戦略および商品開発

に関する重要事項を審議し、決定します。

ＤＯ（実行）

運用部

投資政策委員会で決定した運用戦略に基づき、

運用計画書を策定し、ポートフォリオの構築を行います。

トレーディング部

発注業者を選定し、有価証券等の売買執行を行います。

ＣＨＥＣＫ/ＡＣＴＩＯＮ（検証）

コンプライアンス・運用管理委員会

信託財産の運用リスク管理に関する事項について

審議し、決定します。

経営管理部

・コンプライアンス実施状況に関する点検管理を行います。

・ 投資政策委員会で決定したルールの遵守状況のチェック、

リスク管理を行います。

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

＜定額型料率＞ 

運用受託報酬は、契約資産額または期初の正味資産額に下記料率を乗じた金額とし、１年分を前払いでお支払いいただきます。 

運用対象区分 金額区分および料率（年） 

株式運用型 

外債運用型 

5億円までの部分 

5億円超10億円までの部分 

10億円超20億円までの部分 

20億円超30億円までの部分 

30億円超50億円までの部分 

50億円超100億円までの部分 

100億円超の部分 

0.370％（税抜）   

0.280％（税抜） 加算 

0.230％（税抜） 加算 

0.200％（税抜） 加算 

0.180％（税抜） 加算 

0.140％（税抜） 加算 

0.120％（税抜） 加算 

債券運用型 0.200％（税抜）を乗じた額 

複合（アセットミッ

クス）運用型 

5億円までの部分 

5億円超10億円までの部分 

10億円超20億円までの部分 

20億円超30億円までの部分 

30億円超50億円までの部分 

50億円超100億円までの部分 

100億円超の部分 

0.370％（税抜）   

0.280％（税抜） 加算 

0.230％（税抜） 加算 

0.200％（税抜） 加算 

0.180％（税抜） 加算 

0.140％（税抜） 加算 

0.120％（税抜） 加算 

（注）（１）最小契約資産額は、１億円とします。 

（２）運用対象区分の適用にあたっては、お客様の投資基準により次によることとします。 

イ．株式運用型 

株式（新株予約権証券を含む）・新株予約権付社債の組入れが資産額の50％以上の場合。
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ロ．外債運用型 

円ヘッジ付外貨建債券および先物為替予約の組入れが資産額の60％以上の場合。 

ハ．国内債券型 

国内債券のみで運用する場合。 

ニ．複合（アセットミックス）運用型 

株式（新株予約権証券を含む）・新株予約権付社債の組入れが資産額の50％未満の場合。 

（３）上記運用受託報酬は、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）を加味しない料率（税抜）で表示してお 

ります。 

（４）契約資産の性質及び運用方法等によりお客様と協議の上、上記料率と異なる料率を取り決めることがあります。 

（５）上記運用対象区分には、有価証券先物、有価証券指数等先物、及び有価証券オプション取引等が含まれます。 

 

＜実績連動型料率＞ 

運用受託報酬のうち固定報酬は、契約資産額または期初の正味資産額に下記Ⅰの固定報酬の料率を乗じた金額とし、１年分を前

払でお支払いいただきます。 

また、実績報酬は、単年度収益率が１％を超えた場合、契約資産額または期初の正味資産額に下記Ⅱの実績報酬の料率に応じた

金額とし、後払いでお支払いいただきます。 

Ⅰ．固定報酬料率 

運用対象区分 金額区分および料率（年） 

株式運用型 

外債運用型 

5億円までの部分 

5億円超10億円までの部分 

10億円超20億円までの部分 

20億円超30億円までの部分 

30億円超50億円までの部分 

50億円超100億円までの部分 

100億円超の部分 

0.250％（税抜）   

0.180％（税抜） 加算 

0.130％（税抜） 加算 

0.110％（税抜） 加算 

0.100％（税抜） 加算 

0.090％（税抜） 加算 

0.090％（税抜） 加算 

複合（アセットミッ

クス）運用型 

5億円までの部分 

5億円超10億円までの部分 

10億円超20億円までの部分 

20億円超30億円までの部分 

30億円超50億円までの部分 

50億円超100億円までの部分 

100億円超の部分 

0.250％（税抜）   

0.180％（税抜） 加算 

0.130％（税抜） 加算 

0.110％（税抜） 加算 

0.100％（税抜） 加算 

0.090％（税抜） 加算 

0.090％（税抜） 加算 

 

Ⅱ．実績報酬料率 

実績報酬率 単年度収益率 掛け目 

（単年度収益率－１％）×掛け目 

１％超 ～ ３％の場合 

３％超 ～ ５％の場合 

５％超 ～ ７％の場合 

７％超 ～  10％の場合 

10％超の場合 

5％ （税抜） 

6％ （税抜） 

7％ （税抜） 

8％ （税抜） 

9％ （税抜） 

（注）（１）最小契約資産額は、１億円とします。 

（２）運用対象区分の適用にあたっては、お客様の投資基準により次によることとします。 

イ．株式運用型 

株式（新株予約権証券を含む）・新株予約権付社債の組入れが資産額の50％以上の場合。 

ロ．外債運用型 

円ヘッジ付外貨建債券および先物為替予約の組入れが資産額の60％以上の場合。 

ハ．複合（アセットミックス）運用型 

株式（新株予約権証券を含む）・新株予約権付社債の組入れが資産額の50％未満の場合。 

（３）上記運用受託報酬（実績報酬部分の「掛け目」を含む）は、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）を 

加味しない料率（税抜）で表示しております。 

（４）契約資産の性質及び運用方法等によりお客様と協議の上、上記料率と異なる料率を取り決めることがあります。 

（５）上記運用対象区分には、有価証券先物、有価証券指数等先物、及び有価証券オプション取引等が含まれます。 

 

11．その他、特記事項 

１．当社は、信用金庫業界に資金運用の専門機関を設立する機運が高まる中、信用金庫の多様化、高度化する資金運用ニーズ

に資することを目的に、「全信連投資顧問株式会社」として1990年12月に設立され、1991年４月より投資顧問業務を開始

しました。その後、1992年４月より投資一任契約に係る業務の取扱いを開始いたしました。 

金融機関における投信商品の窓販業務が解禁されたことに合わせて、1998年11月名称を「しんきんアセットマネジメント

投信株式会社」に変更し、1998年12月より、投資信託委託業務を開始いたしました。また、信用金庫の投信窓販支援およ

び投資信託の商品開発・提供の強化を目的として、2017年８月に第二種金融商品取引業を登録し、同年10月より業務を開

始いたしました。 

２．1998年11月から信金中央金庫の100％子会社となりました。 

３．当社は、中・長期的に安定した収益確保を目指し、堅実な資産運用を行っています。 

また、お客様のニーズ、ご要望を最重視し、お客様とのコミュニケーションを緊密に行っています。 
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会社名 新生インベストメント・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 103-0022 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号 

 電話 03-6880-6400 ファックス 03-6880-9780 

   ＨＰアドレス http://www.shinsei-investment.com 

代表者 代表取締役社長  平井 治子 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第340号 登録年月日 2007年9月30日 

協会会員番号 011-01067   

業務開始年月 2003年4月1日 資本金 4.95億円 

作 成 部 署 法務コンプライアンス部 電 話 03-6880-6400 

 

１．業の種別 

投資運用業 ①．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

 該当なし  

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

株式会社新生銀行 100.0％   ％ 

以下余白 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期               70         1,939           219       158       1,149 

2021年３月期               60         1,466             16              8          990 

2020年３月期               46         1,484             56             36          982 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  25  名 

②運用業務従事者数  5  名 

 内 ファンド・マネージャー数  5 名、平均経験年数 8 年 11 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の  投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  5 名、平均経験年数 8 年 11 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  7  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  1  名 
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〈組織図〉 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年４月１日～2022年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する法

人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する法

人との取引 

L Catterton Asia3 GP Pte.Ltd. 22.6％  

JP Morgan Administration 

Services(Irelnad)Limited 

17.5％ 
 

野村證券 14.9％  

Northern Trust Global Services SE. 14.4％  

下記③に該当する法

人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 19 23,538 - - 

その他 4 3,174 - - 

計 23 26,712 0 0 

個人 - - - - 

国内 計 23 26,712 0 0 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 0 0 0 0 

個人 - - - - 

海外 計 0 0 0 0 

       

総合計 23 26,712 0 0 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 - 1 - - 6 9 1 - 6 

金額 - 3,084 - - 6,591 5,590 1,493 - 9,955 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 13 9 1 - - - 

 構成比(％) 56.5 39.1 4.3 0.0 0.0 0.0 

金額 5,501 15,218 5,993 - - - 

 構成比(％) 20.6 57.0 22.4 0.0 0.0 0.0 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

■ 投資哲学 

（1）投資家の視点にたった運用 

ベンチマークをアウトパフォームすることを目指す運用（アクティブ運用）やインデックス運用（パッシブ

運用）といった、伝統的なロング・オンリーの運用にとらわれることなく、「投資の本来の目的は、投資家の

資産価値の拡大にある」というトータル・リターンの観点に立った資産運用を行います。 

（2）投資家ニーズの尊重 

当社では、新生銀行グループ独自のネットワークを活用しながら投資家のニーズに合う運用戦略、運用手法

をグローバルに収集、選定し、投資家に提案してまいります。また、投資家の皆様と運用マネージャーとの橋

渡し役として、質の高い情報提供サービスを投資家に提供してまいります。 

■ 運用スタイル 

（1）戦略の特色 

当社では、自社の運用手法、運用スタイルといった制約を設けず、特色のある運用戦略、運用手法を提供す

る運用機関やそのポートフォリオを分析、評価し、投資家のニーズにあったポートフォリオとして提案、運用

しています。 

（2）綿密なデューデリジェンス 

当社では運用機関やそのポートフォリオを“選定”する能力を重視しており、定性・定量両面から綿密な評価

（デューデリジェンス）を行っています。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

■ 当社の運用体制は、運用についての最終的な責任を負う投資政策委員会及び、運用リスクを含めたリスク

管理についての最終的な責任を負うリスク管理委員会により構成されています。 

■ 投資政策委員会 

投資政策委員会は、代表取締役社長、取締役（非常勤取締役を除く）、運用部長、管理部長、投資顧問部

長、投資企画部長、コンプライアンス・オフィサー等によって構成され、運用部長が召集を行い、原則として

月に1回開催され、運用に関わる基本事項及び関連事項を審議し、運用が適切かつ適正に行われる体制を整える

ことを目的として運営されています。具体的には、運用計画及び運用計画の変更の承認を行うとともに、運用

状況及び実績等について報告を受けて必要な指示を行います。 

■ リスク管理委員会 

リスク管理委員会は、代表取締役社長、取締役（非常勤取締役を除く）、コンプライアンス・オフィサー、運

用部長、管理部長、投資顧問部長、投資企画部長等によって構成され、社長が召集を行い、原則として月に1回

開催され、運用リスクの管理状況、投資ガイドラインの遵守状況等について報告を受けて、必要な指示を行いま

す。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

■ 基本報酬は運用スタイルや組入資産の種類、契約資産規模等に応じて個別協議の上、決定致します。 

 運用受託報酬は、運用対象資産の時価評価額等に一定の料率を乗じた金額（別途消費税）による定率方

式を基本とし、成功報酬方式を併用する場合は、運用対象資産の時価評価額等の増加額に一定の料率を

乗じた金額（別途消費税）を基本とします。 

 投資助言報酬は、助言対象資産の時価評価額に一定の料率を乗じた金額（別途消費税）による定率方

式、または事前に定めた一定額（別途消費税）による定額方式を基本とします。 
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11．その他、特記事項 

 
■ 当社は、2001年12月17日に設立、2003年4月1日より新生銀行100％出資の投資顧問業者および投資信託

委託業者として営業を開始しました。 

 

■ 従来の伝統的な運用スタイル、運用手法にとらわれることなく、投資家の皆様のニーズに最も合致した

商品を提供してゆく特色のある運用会社を目指してまいります。 

 

■ 経営理念(Mission Statement) 

私たちは、3つの経営理念のもと、お客様とともに成長し、社会に貢献することを誓います。 

 

1. 創造力あふれる運用商品を提供します。 

世界中から独自に運用会社を選定し、魅力的な運用商品を開発します。 

 

2. 質の高いサービスを提供します。 

お客様に満足していただけるように、運用商品に関する密度の高いコミュニケーションを行います。 

 

3. 社会から信頼される会社であり続けます。 

常に高い倫理観とコンプライアンス意識を持って行動します。 

 

■ 2022年7月に「顧客本位の業務運営に関する取組方針」および「『顧客本位の業務運営に関する取組状

況』について（2021 年度）」をアップデートいたしました。詳しくは以下のリンク先をご覧くださ

い。 

 

リンク先 

取組方針：http://www.shinsei-investment.com/pdf/fiducially_duty2022.pdf 

取組状況：http://www.shinsei-investment.com/pdf/FD20220704.pdf 
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会社名 シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 100-6527 東京都千代田区丸の内１-５-１ 

 電話 03-5208-5211 ファックス 03-5208-5233 

   ＨＰアドレス http://www.simplexasset.com/ 

代表者 代表取締役社長 水嶋 浩雅 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第341号 登録年月日 平成19年９月30日 

協会会員番号 011-00903   

業務開始年月 平成11年11月15日 資本金 ３億７千万円 

作 成 部 署 クライアント・サービス本部 電 話 03-5208-5232 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

グループ会社 

シンプレクス・アセット・

マネジメント（ホンコン）

カンパニー・リミテッド 

Unit3301A, 33rd Floor, Tower1, Lippo Center, 89 

Queensway, Hong Kong. 

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

シンプレクス・ファイナンシャル・ホールディングス 100.0％    

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期 2,418 6,861 2,487 1,800 3,701 

2021年３月期 3,748 9,770 5,207 3,699 5,102 

2020年３月期 2,747 5,312 1,446 1,041 2,248 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数    45名 

②運用業務従事者数    17名 

 内 ファンド・マネージャー数    10名、平均経験年数  7年  8ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  10名、平均経験年数 7年  8ヵ月 

 内 調査スタッフ数    4名、平均経験年数  4年  11ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数    10名 

 CFA協会認定証券アナリスト数    2名 
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＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

MUFG Alternative Fund Services 

(Cayman) Limited 
41.2％  

モルガン・スタンレー証券 32.7％  

 ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

リスク管理
統括本部

株主総会

監査役

取締役会

最高経営責任者
代表取締役社⻑

コンプライアンス
本部 内部監査

IT本部 管理本部運用本部 マーケティング本部
クライアント･
サービス本部 CEOオフィス 事業戦略室 業務本部
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 12 60,154 - - 

その他 3 365,588 1 3,449 

計 15 425,741 1 3,449 

個人 - - - - 

国内 計 15 425,741 1 3,449 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 7 177,262 - - 

計 7 177,262 0 0 

個人 - - - - 

海外 計 7 177,262 0 0 

       

総合計 22 603,003 1 3,449 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 1 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 5 - 14 -  3 -  -  - -  

金額 139,820 - 64,270 - 398,913 - - - - 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 4 6 4 6 1 1 

 構成比(％) 18.2 27.3 18.2 27.3 4.5 4.5 

金額 2,181 18,357 29,401 102,299 89,295 361,471 

 構成比(％) 0.4 3.0 4.9 17.0 14.8 59.9 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

①　投資政策委員会

④　トレーディング部門

③　ファンドマネージャー

モニタリング
ファンドの情報・分析結果

の提供

売買指図

②　運用本部

 

 
① 投資政策委員会 

投資政策委員会規程に基づき、運用手法、運用戦略の調査・研究を行ったうえで、国内外の
経済・金融情報および各国の市場等の調査・分析を行い、ファンド毎の運用手法・運用戦略
を決定します。 

② 運用本部 

①で決定したファンド毎の運用手法、戦略及びリスク許容度に基づいて、運用本部は、運用
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計画を決定します。 
③ ファンド・マネージャー 

運用計画に基づき、ファンド毎のガイドライン及び運用方針に沿って、ポートフォリオを構
築・管理します。 

④ トレーディング部門 

ファンド・マネージャーから発注の指示を受け、事前にチェックを行ったうえで、最良執行
の方針に則り売買の執行を行います。 

 
＊ 投資政策委員会の構成員は、運用本部の主要スタッフ、リスク管理統括本部長、コンプライ

アンス本部長および管理本部長となっております。 
 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

投資一任契約及び投資助言契約に係る業務の報酬体系 

 投資一任契約に係る報酬体系 

 原則として、契約資産残高に応じて、下記の標準報酬料率を適用します。報酬に係る消

費税は顧客の負担となります。 

   （契約資産残高）    （年間報酬料率） 

    10億円以下の部分    2．0％ 

    10億円超50億円以下の部分  1．75％ 

    50億円超100億円以下の部分  1．5％ 

    100億円超の部分   1．0％ 

 ただし、運用戦略、投資対象商品、運用資産規模等により、標準報酬料率を適用せず、

顧客と個別に協議の上、決定する場合があります。 

 また、成功報酬を設定する場合もあります。 

 なお、当社又は当社グループのファンドを組み入れる場合には、ファンドで徴収される

報酬を勘案した報酬体系を適用する場合があります。 

 

 投資助言契約に係る報酬体系 

 投資助言サービスの内容によって、顧客と個別に協議の上、決定します。 

 

 

11．その他、特記事項 
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会社名 ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ株式会社 
 
所在地 〒 105-6325 東京都港区虎ノ門1丁目23番1号 

 電話 03-4530-7380 ファックス 03-4530-7364 

   ＨＰアドレス http://www.ssga.com 

代表者 代表取締役社長 髙村 孝 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第345号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 011-00779   

業務開始年月 平成10年10月1日 資本金 3.1 億円 

作 成 部 署  電 話 03-4530-7409 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｽﾞ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ合同会社 

100％    

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年3月期 3,030 5,771 1,357 838 6,869 

2021年3月期 2,871 5,418 815 479 6,510 

2020年3月期 2,907 5,366 929 533 6,563 
 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数   104 名 

②運用業務従事者数   13 名 

 内 ファンド・マネージャー数   12 名、平均経験年数 20 年 7 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 12 名、平均経験年数 20 年  7 ヵ月 

 内 調査スタッフ数   1 名、平均経験年数  15 年 2 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  18 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  3 名 
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＜組織図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資一任契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0.0％  

下記①に該当する 

法人との取引 

ステート・ストリート銀行東京 0.0％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

ゴールドマンサックス証券 11.6％  

 ％  

 ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

該当なし . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 

 

 

投資信託部 

*：関連金融機関との兼職部門。(*1)T.S.部はテクノロジー・サービス部、（*2）I.S.部はインフラストラクチャー・サービス部の略称、

(*3)ITリスク管理を行う。 

財務部* 

株主総会 

取締役会 

監査役 

経営委員会 

ビジネス委員会 

コンプライアンス・ 

リスクマネジメント部 

リスク委員会 

業務部* 

社 長 
内部監査部* 

T.S.部* 

(*1) 

投資政策委員会 

チーフ・オペレーティング・オフィサー 

懲罰委員会 

運用部 企画部 法務部* 総務部* 人事部* I.S.部* 

(*2) 

管財・ 

調達部* 

広報部* クライアント

サービス部 

リスク 

管理部* 

(*3) 

投資顧問部 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 22 24,831,666 - - 

私的年金 25 150,314 - - 

その他 16 38,424 - - 

計 63 25,020,403 - - 

個人 - - - - 

国内 計 63 25,020,403 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 36 3,043,821 - - 

計 36 3,043,821 - - 

個人 - - - - 

海外 計 36 3,043,821 - - 

       

総合計 99 28,064,224 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 0  件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 4 4 - 18 17 41 - 4 11 

金額 25,792 1,270,767 - 60,832 3,273,232 22,781,642 - 622,918 29,042 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 14 28 7 20 5 25 

 構成比(％) 14.1 28.3 7.1 20.2 5.1 25.3 

金額 3,049 64,824 47,436 453,486 399,194 27,096,236 

 構成比(％) 0.0 0.2 0.2 1.6 1.4 96.6 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

弊社は、ステート・ストリート・グループの資産運用部門であるステート・ストリート・グ

ローバル・アドバイザーズ（SSGA）の東京拠点です。ステート・ストリート・グループは1792

年に米国ボストンで設立されたステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパ

ニー（ステート・ストリート銀行）を母体企業としています。SSGAは約488兆円1)の運用資産を

有する世界最大級の運用機関です。弊社は、SSGAの東京拠点として1998年より営業を開始、

2022年3月末現在、運用資産総額は約30兆円（投資信託を含む）に達しています。日本および海

外市場に精通した幅広い知識と経験を備えた投資運用の専門家が、グループ内の海外運用拠点

と連携しながら、そこに蓄積された豊富な運用に関するノウハウやインフラを活用することに

よって、個々の投資家のニーズに合致した革新的な資産運用のソリューションをお客様に提供

しています。 
1)ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾍﾞｰｽの運用資産残高には、約733.5億ドル(2022年3月末現在）のｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ･ﾌｧﾝｽﾞ･ﾃﾞｨｽﾄﾘ

ﾋﾞｭｰﾀｰｽﾞ,LLC(SSGA FD)が営業を行なっているSPDRの残高を含みます。SSGA FDはSSGAの関連会社です。 

＜投資哲学＞ 

SSGAは、お客様の運用目標を達成するための最良のソリューションを提供し、お客様との戦略

的パートナーシップを構築することを目指しています。そのために、多様な資産クラスや、

パッシブ、スマート・ベータ、エンハンスト、アクティブといった異なるスタイルに対応した

幅広い運用能力をソリューションのツールとして用意しています。その上で、テクノロジーと

運用の専門家がお客様との密接なコミュニケーションを通してニーズを的確に把握し、適切な

運用手法を選定した上で、継続的かつ効率的に運用を実行することが重要であると考えていま

す。 

＜運用プロセス＞ 

一貫した意思決定プロセスの下で規律ある運用を行います。SSGAのグローバルネットワークに

蓄積された豊富な情報データおよび経験によって培われた技術と先端テクノロジーをポート

フォリオ運用に活用することで、効率的かつ柔軟性に優れた運用プロセスを適用します。 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

 



 

 

 

 

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ㈱ 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

報酬体系（投資顧問料率） 

基準報酬は投資顧問料算定日における投資資産の時価総額に以下の表の料率をかけたものと
しますが、契約資産の投資対象・投資制限・運用方法・契約期間等に応じて個別に協議させ
ていただき、報酬料率等を取り決めさせて頂くこともございます。（元本ベースによること
も可能です。） 

下記にパッシブ運用戦略を例示致します。別途消費税がかかります。 

株式 
 国内株式 外国株式 

助言 (%) 一任 (%)   助言 (%) 一任 (%)   

50億円以下の部分 0.13 (税抜) 0.18 (税抜) 0.16 (税抜) 0.23 (税抜) 

50億円超100億円以下の部分 0.11 (税抜) 0.13 (税抜) 0.14 (税抜) 0.18 (税抜) 

100億円超200億円以下の部分 0.09 (税抜) 0.11 (税抜) 0.12 (税抜) 0.16 (税抜) 

200億円超300億円以下の部分 0.07 (税抜) 0.09 (税抜) 0.11 (税抜) 0.13 (税抜) 

300億円超500億円以下の部分 0.06 (税抜) 0.07 (税抜) 0.08 (税抜) 0.10 (税抜) 

500億円超の部分 0.05 (税抜) 0.06 (税抜) 0.07 (税抜) 0.08 (税抜) 

債券 

 国内債券 外国債券 

助言 (%) 一任 (%)   助言 (%) 一任 (%)   

50億円以下の部分 0.11 (税抜) 0.16 (税抜) 0.15 (税抜) 0.21 (税抜) 

50億円超100億円以下の部分 0.09 (税抜) 0.11 (税抜) 0.11 (税抜) 0.16 (税抜) 

100億円超200億円以下の部分 0.07 (税抜) 0.09 (税抜) 0.09 (税抜) 0.14 (税抜) 

200億円超300億円以下の部分 0.06 (税抜) 0.07 (税抜) 0.08 (税抜) 0.11 (税抜) 

300億円超500億円以下の部分 0.05 (税抜) 0.06 (税抜) 0.07 (税抜) 0.09 (税抜) 

500億円超の部分 0.04 (税抜) 0.05 (税抜) 0.06 (税抜) 0.07 (税抜) 

また、基準報酬とは別に成功報酬を採る事もございます。契約資産の投資対象・投資制

限・運用方法・契約期間等に応じて個別に協議させていただくことも出来ます。 

 

11．その他、特記事項 

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ 

ステート･ストリート・グループの資産運用部門であるステート・ストリート・グローバル・ア

ドバイザーズ(SSGA）は、機関投資家向け運用機関の運用資産額世界第3位の（P&I誌）、世界で

も屈指の資産運用機関です。母体企業であるステート・ストリート銀行は、1792年に米国ボス

トンに設立された歴史と伝統のある金融機関であり、卓越した財務内容と高い格付けを有して

います。 

SSGAは世界10ヶ所の運用拠点を通じ年金を含む投資家の皆様に、多種多様な資産クラス、投資

手法、スタイルを網羅する投資戦略と包括的ソリューションを提供しています。SSGAの運用

は、高度なテクノロジーに支えられた運用インフラを使用し、効率的かつ透明性をもった規律

ある独自の投資プロセスを適用することによって、明確で検証可能な付加価値の創造を目指し

ています。 

世界におけるステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズの実績 

 機関投資家向け運用機関の運用資産額         世界第 3位 1) 

 米国における機関投資家向け非課税資産運用額     全米第 3位 1) 
1)（ペンション＆インベストメント誌2022年6月6日号） 

 

（参考）ステート・ストリート銀行 

 世界最大級のカストディー銀行（預かり資産等約 5,064 兆円：2022 年 3 月末現在） 

 世界 100 以上の市場を網羅するカストディー・ネットワーク 

  



 

 

 

 

ステート・ストリート信託銀行㈱ 

会社名 ステート・ストリート信託銀行株式会社 
 
所在地 〒 105-6325 東京都港区虎ノ門１丁目２３番１号 

 電話 ( 03 ) 4530-7200 ファックス ( 03 ) 4530-7300 

   ＨＰアドレス  

代表者 最高経営責任者兼代表取締役社長 栗生澤 太郎 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（登金）第648号 登録年月日 平成23年2月10日 

協会会員番号 012-02828   

業務開始年月 昭和61年4月1日 資本金 2,510,000 千 円 
作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 ( 03 ) 4530-7522 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

本社 ステート・ストリート信託銀行株式会社 東京都港区虎ノ門１丁目２３番１号 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

ステート・ストリート・インター

ナショナル・ホールディングス 

100%    

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年3月期 ‐ 11,089 3,207 2,229 16,443 

2021年3月期 - 10,624 2,844 2,005 16,218 

2020年3月期 - 14,475 6,615 4,356 18,569 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  2  名 

②運用業務従事者数  2  名 

 内 ファンド・マネージャー数  2  名、平均経験年数 13 年 6 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数     名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 



 

 

 

 

ステート・ストリート信託銀行㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 
 
 当事業年度において実績はございません。 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 



 

 

 

 

ステート・ストリート信託銀行㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 － － － － 

私的年金 － － － － 

その他 － － － － 

計 － － － － 

個人 － － － － 

国内 計 － － － － 

       

海

外 

法

人 

年金 － － － － 

その他 － － － － 

計 － － － － 

個人 － － － － 

海外 計 － － － － 

       

総合計 － － － － 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 －件 

 －百万円 

欧州 －件 

 －百万円 

アジア －件 

 －百万円 

その他 －件 

 －百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 － － － － － － － － － 

金額 － － － － － － － － － 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 － － － － － － 

 構成比(％)       

金額 － － － － － － 

 構成比(％)       

 



 

 

 

 

ステート・ストリート信託銀行㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

当社の投資一任業務は、当社独自の運用戦略によるものではなく、投資家による運用委託先の変

更を円滑に行うトランジション・マネジメントサービスです。トランジション期間中は一つの信託

口座に投資家の財産を集約して管理し、当社が運用の判断を行います。売物は解約される運用機関

が保有していた銘柄・数量であり、買物は新規に採用される運用機関の保有予定銘柄・数量です。

当社は自己の財産を運用しておらず、顧客情報を利用して自社の運用を有利に行うことはありませ

ん。また、売買発注は、海外のステート・ストリート・グループ会社の証券取引部門に発注され、

これに伴う執行手数料は、投資一任契約に明記されます。顧客の意向により、トランジション・マ

ネジメント期間中の資産効果を維持するため、また、為替リスクを回避するために、デリバティブ

（先物取引と先渡取引）を使用することもあります。 
 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

顧客勧誘の際は、投資一任契約の内容等について事前に十分な説明を行い、顧客の知識、経験、

財産の状況、投資目的やリスク判断能力に応じた取引内容や取引条件に留意し、顧客属性等に即し

た適正な勧誘を行うことを社内規程で定めており、個別の案件は事前に当社の投資運用委員会にお

いて承認された上で契約が締結されます。また、当該投資運用委員会では、トランジション・マネ

ジメント開始前において、顧客から了承を得た業務執行計画が顧客の運用ガイドラインに合致して

いることの確認、トランジション・マネジメント終了後においては、顧客の保有していた銘柄以外

の銘柄の売りや保有予定の銘柄以外の銘柄の買いが無かったことの確認が行われます。 

顧客に対して書類・頒布物等を交付する場合には当該行為が広告等に該当するか否か、またその

内容についてコンプライアンス部による事前審査を受けることとしております。広告に該当する場

合は、関係法令諸規則等及び当社社内規程を遵守し、法定表示事項が記載されているか、重要事項

について説明がされているか、誤解を招く表現を用いていないか等に留意し作成されます。 

また、「法人関係情報管理規程」を定め、かかる情報を取得した際の報告、取扱い方法、禁止行

為等を規定するとともにグローバルポリシー及び社内規程「役職員証券取引規程」において、役職

員による有価証券の保有報告及び売買の事前承認、定期的な取引状況の確認等を行っております。

さらに、取引のモニタリングとして、グローバルの専任チームが営業部門における電話の会話や

メール/チャット・メッセージのモニタリングを定期的に行っております。 
 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

お客様との契約ごとに協議のうえ、決定させて頂いております。 

 

 

11．その他、特記事項 

 

 

 
 



 

 

 

 

㈱ストラテジックキャピタル 

会社名 株式会社ストラテジックキャピタル 
 
所在地 〒 150-0011 東京都渋谷区東3-14-15MOビル6F 

 電話 03-6433-5277 ファックス 03-6433-5265 

   ＨＰアドレス https://www.stracap.jp/ 

代表者 代表取締役  丸木 強 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2786号 登録年月日 平成26年6月25日 

協会会員番号 012-02665   

業務開始年月 平成24年12月 資本金 50百万円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-6433-5277 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ④．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

該当なし   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

丸木 強 75.0％    

加藤 楠 25.0％    

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年8月期 276 276 -49 -49 112 

2020年8月期 880 880 4 3 62 

2019年8月期 137 137 0 1 60 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  10  名 

②運用業務従事者数  4  名 

 内 ファンド・マネージャー数  2  名、平均経験年数 27 年 6 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  1  名、平均経験年数 8 年 0 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  2  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  2   名 



 

 

 

 

㈱ストラテジックキャピタル 

＜組織図＞ 

 
 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2020年9月1日～2021年8月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

立花証券 64.3 ％  

ゴールドマンサックス証券 17.8 ％  

BofA証券 13.0 ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

リスク管理

担当 

 

総 務 部 

取 締 役 会 

株 主 総 会 

システム担当 

投資委員会 

コンプライアンス委員会 

リスク管理委員会 

トレーディン

グ担当 

コンプライアンス部 

内部監査部 

管 理 部 営 業 部 投 資 運 用 部 

監 査 役 



 

 

 

 

㈱ストラテジックキャピタル 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 0 0 0 0 

個人 - - - - 

国内 計 0 0 0 0 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 3  26,566 - - 

計 3 26,566 0 0 

個人 - - - - 

海外 計 3 26,566 0 0 

       

総合計 3 26,566 0 0 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 3 - - - - - - - - 

金額 26,566 - - - - - - - - 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 - - 2 1 - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 66.7% 33.3% 0.0 0.0 

金額 - - 15,744 10,822 - - 

 構成比(％) 0.0 0.0% 59.3% 40.7% 0.0 0.0 

 



 

 

 

 

㈱ストラテジックキャピタル 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

原則として、上場している日本企業の株式に投資します。 

 

保有している資産、行っている事業等の価値から、割安と判断される企業の株式に投資します。 

弊社は、 

① コーポレート・ガバナンスが悪いことが理由で株価が割安になっている企業が多い。 

② したがって、コーポレート・ガバナンスの改善を目指すことで超過リターンが得られる可能

性が高い。 

と考えております。 

 

投資後は、株主の立場で投資先企業の経営陣と面談を行います。この際、株主の立場から株主価

値を向上させるべく投資先企業の経営陣に提案することがあります。 

 

経営陣が面談に応じない場合、または提案を受入れていただけない場合には、株主総会への株主

提案等、会社法上の株主の権利を行使することがあります。 
 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

全ての検討と決定は、弊社内の投資委員会で行われます。 

 

その保有資産等から、割安と考えられる銘柄群を数値的なスクリーニングで抽出します。 

そして、スクリーニング上位の個々の銘柄に対して、株主の立場からどのような提案ができるか

等を検討したうえで、投資銘柄を決定します。 

 

  

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

基本報酬と成功報酬との二種類から成り、顧客との個別の交渉により、以下の方法で決められま

す。 

基本報酬：契約資産額に対して一定率を乗じたもの 

成功報酬：年次における契約資産の増加分に一定率を乗じたもの 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

会社名 スパークス・アセット・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 108-0075 東京都港区港南一丁目２番７０号 品川シーズンテラス 

 電話 03-6711-9200 ファックス 03-6711-9201 

   ＨＰアドレス https://www.sparx.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  阿部 修平 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第346号 登録年月日 平成19年９月30日 

協会会員番号 011-01552   

業務開始年月 平成18年10月 資本金 25億円 

作 成 部 署  電 話 03-6711-9200 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ④．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 ①．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

なし なし なし 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

スパークス・グループ株式会社 100％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 
投資顧問・ﾌｧﾝﾄﾞ運用

部門収益 
全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期 6,191 12,147 5,574 3,810 9,192 

2021年３月期 5,663 11,596 5,337 3,491 8,681 

2020年３月期 5,583 10,710 4,716 3,228 7,689 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  137  名 

②運用業務従事者数  34  名 

 内 ファンド・マネージャー数  15  名、平均経験年数 20 年 2 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 15 名、平均経験年数 20 年 2 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  16  名、平均経験年数 5 年 1 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  23  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  4  名 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年４月１日～2022年３月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0．3％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

ＳＢＩ証券 19.3 ％  

ゴールドマン・サックス証券 18.3 ％  

   . ％  

    . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

７．契約資産 

（投資一任業） 

① 契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 15 40,042 - - 

その他 13 99,675 - - 

計 28 139,716 - - 

個人 - - - - 

国内 計 28 139,716 0 0 

       

海

外 

法

人 

年金 1 44,123 - - 

その他 16 590,017 4 19,242 

計 17 634,141 4 19,242 

個人 - - - - 

海外 計 17 634,141 4 19,242 

       

総合計 45 773,857 4 19,242 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、5件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 1 件 

 44,123 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円） 

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 32 - 9 1 - - - - 3 

金額 598,122 - 14,643 83,919 - - - - 77,173 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円） 

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億

円未満 
1,000億円以上 

件数 13 13 6 7 5 1 

 構成比(％) 28.9 28.9 13.3 15.6 11.1 2.2 

金額 5,062 27,526 42,473 160,519 355,295 182,982 

 構成比(％) 0.7 3.6 5.5 20.7 45.9 23.6 

 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

（ファンド運用業） 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  投資運用 投資助言 

  金 額 金 額 

国

内 

ファンド運用 9,042 - 

その他 - - 

国内 合計 9,042 0 

    

海

外 

ファンド運用 - - 

その他 - - 

海外 合計 0 0 

    

総合計 9,042 0 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 - 件。 

 

②投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 国内株式特化 国内その他 海外株式特化 海外その他 
グローバル 

株式特化 

グローバル 

その他 

件数 - - - - - 1 

金額 - - - - - 9,042 

 

 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

創業以来、全ての戦略において、「マクロはミクロの集積である」という投資哲学を貫き、徹底した自前の個別

企業リサーチを行うことにより、投資を実践しております。 

投資決定においては自らの調査により計測した企業の実態価値（イントリンジック･バリュー）と現状の市場価格

との乖離を捉えることが投資であると考えており、その乖離である「バリュー・ギャップ」が十分にあり、かつ

そのギャップを埋めるカタリスト（触媒）を見出したときに投資いたします。 

実態価値の計測においては、今後の収益の成長等に加え、資産、キャッシュフロー等を幅広く勘案することか

ら、グロース投資にもバリュー投資にも当てはまらないと思われます。 

 

当社は徹底したボトム・アップリサーチの手法により、長期的かつ安定的なリターンを目指しております。 

 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

日々のリサーチ活動を通して見出された投資仮説を日次･週次のミーティングで議論し、調査計画を立てます。時

には株価変動やファクターによるスクリーニング等により、リサーチ対象銘柄を絞り込むこともあります。そし

て調査結果に加えて、保有銘柄・投資対象銘柄の周辺調査なども経て、投資ユニバースとして数百銘柄を選定致

します。 

これらの投資ユニバースの中から、より深い追加調査と複数のアナリスト（ファンド･マネージャー）によるクロ

スリサーチや分析結果の精査を経て、投資候補銘柄を絞り込みます。その後、流動性・運用目標ガイドライン・

規制等を勘案し、運用担当者が最終判断を下します。 

ファンドの運用状況については、投資政策委員会を開催し、パフォーマンス評価と運用計画の議論を行います。

また、リスク管理部門、コンプライアンス部門より留意事項等があれば報告を受け議論致します。運用状況、パ

フォーマンス評価は取締役会へ共有され、必要に応じて問題点等を議論し、パフォーマンス向上を図ります。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

１．契約資産に基づく助言契約に対する報酬 

基本的に下記２種類の報酬体系の内でいずれかもしくは組合せにより顧客との協議に基づき決定致します。 

A. 定率方式 

顧客の契約資産（1億円以上）を一定の期日に時価評価した金額に一定料率を乗じて算出します。料率は年率

2.2％（税込）を上限としますが、運用方法等特段の事情により前記料率の範囲内で顧客と協議のうえ決定する

ことがあります。 

B. 成功報酬方式 

顧客の契約資産（1億円以上）を契約期間内のある一定期間経過後において時価評価し、純利益（売買手数料プ

ラス有価証券取引税を除く利益、及び契約満了日終値で算出した時価の評価益も含みます。）が発生した場合に

その純利益の一定の割合を報酬とします。但し、当該時点において純利益の発生していない場合はいただきませ

“魅 ⼒ 的 なビジネスと卓 越 した経 営 陣 を 
あわせ持 つ企 業 を安 く買 う” 



 

 

 

 

スパークス・アセット・マネジメント㈱ 

ん。成功報酬の割合については、純利益の22.0％（税込）を上限としますが、運用方法などの違いにより前記料

率の範囲内で顧客と協議のうえ決定することがあります。 

 

２．契約資産に基づかない助言のみに対する報酬 

 

成功報酬方式 

年間を通じて投資助言の対象となった取引において実現益が発生した場合、その22.0％（税込）を売却代金より

徴収することを基本としますが、運用方法等の違いにより前記の範囲内で顧客と協議のうえ決定することがあり

ます。 

 

３．投資一任契約に対する報酬 

下記２種類の報酬体系の内でいずれかもしくは組合せにより顧客との協議に基づき決定致します。 

 

A．定率方式 

顧客の契約資産（1億円以上）を一定の期日に時価評価した金額に一定料率を乗じて算出します。料率は年率

2.2％（税込）を上限としますが、運用方法等特段の事情により前記料率の範囲内で顧客と協議のうえ決定する

ことがあります。 

 

B．成功報酬方式 

顧客の契約資産（1億円以上）を契約期間内のある一定期間経過後において時価評価し、純利益（売買手数料プ

ラス有価証券取引税を除く利益、及び契約満了日終値で算出した時価の評価益も含みます。）が発生した場合に

その純利益の一定の割合を報酬とします。但し、当該時点において純利益の発生していない場合はいただきませ

ん。成功報酬の割合については、純利益の22.0％（税込）を基本としますが、運用方法などの違いにより前記料

率の範囲内で顧客と協議のうえ決定することがあります。 

尚、当社海外関連会社と締結する助言契約及び投資一任契約（再委託契約を含む）につきましては、当社海外関

連会社間で協議の上、決定することといたします。 

 

 

11．その他、特記事項 

 

1989年、「世界で最も信頼・尊敬されるインベストメント・カンパニー」を目指して創業しました。 

創業期より徹底したボトム・アップリサーチをベースとして中小型株投資戦略に始まり、現在ではロング・

ショート投資戦略、長期厳選投資戦略等の幅広い商品を取り揃えています。また、これら日本株式投資で培った

運用力を、「アジア株式」、「実物資産」、「プライベート・エクイティ」といった新しい投資に繋げ更なる成

長を目指しております。 

 

1989年 7月 中小型株への投資に専門性を持つ投資顧問会社として、東京都港区にて業務開始。 

2000年 3月 証券投資信託委託業の認可を取得。本社を東京都品川区大崎に移転。 

2001年12月 JASDAQ市場に株式上場。 

2006年 4月 持株会社移行準備のため、スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社（現

スパークス・グループ株式会社）の子会社としてスパークス分割準備株式会社（現

スパークス・アセット・マネジメント株式会社）を設立。 

2006年10月 会社分割によりスパークス・アセット・マネジメント投信株式会社（現スパーク

ス・グループ株式会社）は持株会社へ移行。スパークス・アセット・マネジメント

株式会社は投資顧問業及び投資一任契約に係る業務並びに投資信託委託業を同社よ

り承継。 

2010年7月 スパークス・アセット・マネジメント株式会社とスパークス証券株式会社（両社共

にスパークス・グループ株式会社の１００％子会社）が、スパークス・アセット・

マネジメント株式会社を存続会社として合併。 

2012年5月 本社を東京都品川区東品川に移転。 

2016年6月 本社を東京都港区港南に移転。 

※上記は、スパークス・グループ株式会社（旧スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社）とスパーク

ス・アセット・マネジメント株式会社の沿革を併記しております。 

 



 

 

 

 

スミセイ・アセット・マネジメント㈱ 

会社名 スミセイ・アセット・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 104-8430 東京都中央区築地７－１８－２４ 興和住生築地ビル４階 

 電話 03（6628）2007  ファックス  

   ＨＰアドレス  

代表者 代表取締役社長 宮原 広文 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第3332号 登録年月日 2022年5月31日 

協会会員番号 012-02998   

業務開始年月 2022年7月1日 資本金 １億円 

作 成 部 署 コンプライアンス・リスク管理部 電 話 03（6628）2007  

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

住友生命保険相互会社 100%    

     

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

  年 月期      

  年 月期      

  年 月期      

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数    ９名 

②運用業務従事者数    ４名 

 内 ファンド・マネージャー数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数    １名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 



 

 

 

 

スミセイ・アセット・マネジメント㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間    年 月 日～   年 月 日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 



 

 

 

 

スミセイ・アセット・マネジメント㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年 3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金     

私的年金     

その他     

計     

個人     

国内 計     

       

海

外 

法

人 

年金     

その他     

計     

個人     

海外 計     

       

総合計     

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 件 

 百万円 

欧州 件 

 百万円 

アジア 件 

 百万円 

その他 件 

 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年 3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数          

金額          

 

④契約規模別分布状況（2022年 3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数       

 構成比(％)       

金額       

 構成比(％)       

 



 

 

 

 

スミセイ・アセット・マネジメント㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

現在は親会社である住友生命保険相互会社の海外社債資産の運用を受託し、親会社傘下の米国
の投資顧問会社へ再委託を行っています。 
当社は受託者として委託者の意向を踏まえて、再委託先へのデューディリジェンスの実施、運
用ガイドラインの設定、運用モニタリング、為替ヘッジを担っています。 
ヘッジコストの安定化を図るとともに再委託先の社債運用についてのモニタリングを通じて委
託者の運用ニーズの実現に貢献しており、今後も海外への外部委託を主体に資産運用サービス
を提供してまいります。 
 

９．投資に関する意思決定プロセス 

毎⽉開催する運用責任者を委員⻑とする投資委員会において、市場分析や⾒通し、委託者の
ニーズを踏まえて運用戦略を策定しています。また再委託先とのコミュニケーションも投資委
員会における議論や決定事項を踏まえて実施しています。 
投資委員会には運用担当者に加えてコンプライアンスやリスク管理部門の責任者も出席してお
り、リスク・コンプライアンス上の課題がないかの確認も行っております。 
 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

運用報酬に関しては、投資対象・運用手法・契約資産額等により個別に決定します。  
現在は親会社となる保険会社からの受託について個別に料率設定しており、料率テーブルは開
示しておりません。 
 

11．その他、特記事項 

 

 

 
 



 

 

 

 

セイリュウ・アセット・マネジメント㈱ 

会社名 セイリュウ・アセット・マネジメント株式会社 
 
所在地 〒 107-0052 東京都港区赤坂二丁目20番19号 AKASAKA SUGAI BLDG. 2階 

 電話 03-5575-5821 ファックス 03-3505-5516 

   HPアドレス www.seiryuam.com 

代表者  代表取締役社長  吉田 琢磨 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第2400号 登録年月日 平成22年５月27日 

協会会員番号 012-02414   

業務開始年月 平成21年７月７日 資本金 1.50億円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-5575-5821 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

主な営業所 本社 東京都港区赤坂二丁目20番19号AKASAKA SUGAI BLDG. 2階 

子法人等 無  

提携企業 無  

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 

保有比率 
 株主名 

議決権 

保有比率 

吉田 琢磨（普通株主） 38.5％  飯髙 一郎（普通株主） 42.5％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年６月期 887 887 49 40 183 

2021年６月期 811 811 52 45 143 

2020年６月期 651 651 16 13 98 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  19 名 

②運用業務従事者数  9 名 

 内 ファンド･マネージャー数  7  名、平均経験年数 33 年 0  ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数  2  名、平均経験年数 17  年 5 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  5 名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  2  名 



 

 

 

 

セイリュウ・アセット・マネジメント㈱ 

＜組織図＞ 

監査役

リスクコンプライアンス委員会経営会議

投資政策委員会

運用部
データ

マネジメント室
営業部 事業開発部 業務部 業務企画部 総務部 コンプライアンス部 内部監査部

代表取締役

取締役会

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年７月１日～2022年６月30日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 0.0％ 該当なし 

下記①に該当する 

法人との取引 

 0.0％ 該当なし 

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

Cowen Execution Services 44.2％  

Capital Inst. Services (CIS) DA 14.4％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 0.0％ 該当なし 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 



 

 

 

 

セイリュウ・アセット・マネジメント㈱ 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 3 24,600 - - 

私的年金 52 149,216 - - 

その他 8 10,554 - - 

計 63 184,370 - - 

個人 - - - - 

国内 計 63 184,370 - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 1 914 - - 

計 1 914 - - 

個人 - - - - 

海外 計 1 914 - - 

       

総合計 64 185,283 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 - 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 3 - 13 3 3 33 - - 9 

金額 20,896 - 11,864 37,381 8,181 93,061 - - 13,901 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 19 37 3 5 - - 

 構成比(％) 29.7 57.8 4.7 7.8 - - 

金額 9,410 90,669 15,389 69,816 - - 

 構成比(％) 5.1 48.9 8.3 37.7 - - 

 



 

 

 

 

セイリュウ・アセット・マネジメント㈱ 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

 国内外の広範な情報ネットワークを利用し、世界の良質な投資機会へのアクセスを切り

開くことをミッションとしています。候補となる運用戦略に関しましてはデューデリ

ジェンスを行い、お客様のポートフォリオのリスク・リターンプロファイル向上に寄与

しうると判断した場合には、投資一任契約をもとに戦略をご説明の上、組入れを行いま

す。組入れた後も運用者との綿密なコミュニケーションを行い、定期的にお客様へのご

報告を行います。 

 運用戦略の選別に当たっては以下の九点に着目しています。①リターンの源泉となる投

資機会の存在、②明確な運用スキルの確認、③強い職業倫理とプロフェッショナリズ

ム、④優良な投資機会を追及する適切な運用規模、⑤マネジメントによる明確なオー

ナーシップ、⑥卓越した運用実績及び運用経験、⑦安定的で強力な運用体制、⑧長期的

な信頼関係の構築、⑨円滑なコミュニケーションの確保 
 

９．投資に関する意思決定プロセス 



 

 

 

 

セイリュウ・アセット・マネジメント㈱ 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

支払の対象となる期間に係る受託資産の時価資産平均残高に対して、原則として、0.30％～

1.00％（消費税別）を乗じて算出します。この料率は運用方法その他に応じて、お客様との個別

協議により異なった料率が適用されることがあります。 

尚、受託資産に投資信託等を組入れた場合には、当社の投資顧問報酬以外に当該投資信託等の運

用報酬が投資信託等の資産から控除されます。投資信託等の運用報酬は投資信託等の内容によ

り、変動するため事前に表示することができません。 

 

 



 

 

 

 

セキュリス・インベストメンツ・ジャパン㈱ 

会社名 セキュリス・インベストメンツ・ジャパン株式会社 
 
所在地 〒 100-0005 東京都千代田区丸の内1-6-2 新丸の内センタービル21階 

 電話 03-6634-8431 ファックス 03-6634-8435 

   ＨＰアドレス  

代表者 代表取締役 星野 裕子 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長（金商）3049号 登録年月日 平成30年3月30日 

協会会員番号 012-02822   

業務開始年月 平成30年5月25日 資本金 1,500万円 

作 成 部 署 コンプライアンス部 電 話 03-6634-8434 

 

１．業の種別  

投資運用業 

(適格投資家向け) 

１．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

Securis Investments Limited 100.00％ 

 

   

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年3月期 15 67 12 9 27 

2021年3月期 16 91 17 12 27 

2020年3月期 14 98 16 12 36 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数    4 名 

②運用業務従事者数    1 名 

 内 ファンド・マネージャー数    1 名、平均経験年数 25 年  8ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数     名、平均経験年数   年  ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数     名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 
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＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合   

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 － ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

   

   

   

下記②に該当する 

法人との取引 

Citco Fund Services (Ireland) Limited 100.0％  Administrator of the Fund 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

株主総会 

監査役(非常勤) 

代表取締役社⻑ 

経営会議 ビジネス検討会議 

営業会議 

運用部 営業部 管理部 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 
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 ７．契約資産    

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金  － － － － 

私的年金 8件 6,985 － － 

その他 － － － － 

計 8件 6,985 － － 

個人 － － － － 

国内 計 8件 6,985 － － 

       

海

外 

法

人 

年金 － － － － 

その他 － － － － 

計 － － － － 

個人 － － － － 

海外 計 － － － － 

       

総合計 8件 6,985 － － 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 －件 

 0百万円 

欧州 －件 

 0百万円 

アジア －件 

 0百万円 

その他 －件 

 0百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 － － － － － － － － 8件 
金額 － － － － － － － － 6,985 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 6件 2件 － － － － 

 構成比(％) 75.0％ 25.0％ － － － － 

金額 2,980 4,005 － － － － 

 構成比(％) 42.7％ 57.3％ － － － － 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

セキュリス・グループは、ロンドンに本拠を置く独立系の運用会社です。保険リンク証券等（保

険会社等から保険リスクを受再するために組成されたSPC債その他の有価証券・出資・相対契約等

の投資形態を指します。）を主たる投資対象とし、世界各国の機関投資家に対し保険リンク戦略

投資（保険リンク証券等の購入により、再保険リスクを実質的に引き受け、再保険料収入を源泉

としたリターンを得る戦略をいいます。）に特化した運用戦略を提供しています。また、セキュ

リス・グループでは、損害保険リスクのみならず、生命保険リスクも投資対象としており、投資

家の投資目標、リスク許容度に応じた様々な運用ソリューションを提供しております。 

 

保険リンク証券市場は、保険会社および再保険会社による様々なリスクの移転需要を背景に拡大

を続けており、また、伝統的資産（国内外の株式や債券を投資対象とする運用）との相関が極め

て低いことから、機関投資家の注目を集めている資産クラスです。セキュリス・グループでは、

保険業界におけるネットワーク及びリスク分析、金融工学のスキルを巧みに備えた運用者は、伝

統的な（再）保険市場を上回るリスク調整後リターンを、金融市場と極めて低相関により達成で

きると考えています。 

 

当社の運用手法は、セキュリス・グループが運用又は助言するファンドの情報を元に、各適格投

資家の運用方針、特性等から、どのファンドに投資するかを判断し、当該ファンドを購入して運

用します。 
 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

セキュリス・グループと弊社運用部長が協議のうえ、弊社の投資運用指針を決定します。 

また、また、セキュリス・グループは2017年9月に国連投資責任原則（UNPRI）に署名、2019年12

月にはESG投資のポリシーの設定を行い、各ファンド・案件のESGリスクを評価しモニタリングし

ています。 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

 

投資一任報酬は、原則として、受託資産の額に対して所定の料率を乗じる方法で算出致します。

お客様からご提示頂く受託資産の運用に関する運用指針等に基づき、お客様と弊社で協議の上、

個別に決定いたします。 

また、当該契約に基づき外国籍投資信託を組み入れる場合、外国運用会社に対する運用報酬、投

資信託管理・保管会社に対する管理・保管手数料、監査費用他の投資信託運営費用等を間接的に

ご負担いただきますが、これらの手数料等も個別に決定されるものであり、契約ごとに異なりま

す。 

 

 

11．その他、特記事項 

 

セキュリス・インベストメンツ・ジャパン株式会社の特色 

・【保険リンク戦略投資】のみに特化した、ロンドンを拠点とする独立系運用会社である 

セキュリス・グループの東京支店。 

・セキュリス・グループが運用するファンドの組み入れによる保険リンク戦略を提供。 

・タイムリーな情報提供と投資家に対するきめ細やかなサービスを提供。 
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会社名 ソシエテ・ジェネラル・オスマン・マネジメント株式会社 

 
所在地 〒 100-8206 東京都千代田区丸の内1丁目1番地1号 

 電話 03-6777-6900 ファックス 03-6777-6909 

   ＨＰアドレス https://www.sghaussmann.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  ロジャー・ステファン・サージ・クラウド 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第415号 登録年月日 平成19年9月30日 

協会会員番号 012-02140   

業務開始年月 平成19年9月 資本金 4.98億円 

作 成 部 署 コンプライアンス本部 電 話 03-6777-8864  

 

１ 業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ②．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２ 主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

営業所 

ソシエテ・ジェネラ

ル・オスマン・マネジ

メント株式会社 

東京都千代田区丸の内1丁目1番地1号 

   

 

３ 主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

ソシエテ・ジェネラル 100.00％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４ 財務状況（直近３年度分） 

 （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年3月期 1 455  △11 △15 701 

2021年3月期 2 559  60 39 752 

2020年3月期 2 815 193 132 832 

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数    15 名 

②運用業務従事者数    3 名 

 内 ファンド・マネージャー数    3 名、平均経験年数  7 年 11 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 0 名、平均経験年数  年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 3 名、平均経験年数 7 年 11 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  0  名、平均経験年数   年   ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数   1  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数   3 名 
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〈組織図〉 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株主総会 

取締役会 

監査役 

代表取締役社長 

リスク管理委員会 

管理部 運用・企画部 

代表取締役社長、各委員会、管理部及び運用・企画部以外の部門はソシエテ・ジェネラル証券株式会社及びソシエテ・ジェネラ

ル銀行東京支店、またはソシエテジェネラルエアクラフトリーシング株式会社と兼職しており、必要に応じ当社の業務を分掌し

ます。 

コンプライアンス委員会 

審査委員会 

運用委員会 

投信戦略委員会 

内部監査委員会 

オペレーショナルリスク管理本部 

コーポレートサービス本部 

KYC業務本部 

インフラストラクチャー・サービシーズ本部 

エクイティテクノロジー・業務本部 

経営企画室 

経理本部 

債券テクノロジー・業務本部 

業務管理本部 

市場リスク管理部 

監査本部 

法務本部 

広報本部 

人事本部 

クレジット・マネジメント・

グループ本部 

コンプライアンス本部 

リスク本部 

業務統括本部 
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６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

RBCインベスターサービシズ バン

ク エス・エイ 
38.9 ％  

CASEIS Ireland Limited 61.1 ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％   

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16

に規定する親法人等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために

行った金融商品取引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府

令第126条第３号に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 
法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 0 0 0 0 

個人 - - - - 

国内 計 0 0 0 0 

       

海

外 

法
人 

年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 0 0 0 0 

個人 - - - - 

海外 計 0 0 0 0 

       

総合計 0 0 0 0 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数

は、 0 件。 
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②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 - 件 

 - 百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 
国内 

債券特化 
国内 
その他 

海外 
株式特化 

海外 
債券特化 

海外 
その他 

グローバル 
株式特化 

グローバル 
債券特化 

グローバル 
その他 

件

数 
- - - - - - - - - 

金

額 
- - - - - - - - - 

 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億

円未満 

1,000億円以

上 

件数 - - - - - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

金額 - - - - - - 

 構成比(％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 

８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

基本理念 

当社が優位性を発揮できると考える特定の分野に特化し、投資信託あるいは投資一任契約を通じ

て、ソシエテ・ジェネラル・グループが有する先進的な金融ソリューションを投資家に提供する

ことにより、わが国の金融市場の発展の一助となることを目指します。 

 特化する分野 

 保険関連を含むストラクチャードファンド（変額年金等） 

 金融機関向けのリスクプレミアムファンド（「QIS」ファンド） 

 担保管理目的ファンド 

 

投資哲学 

ソシエテ・ジェネラル・グループの専門知識や世界的に認められている革新的ソリューション、

およびSGCIBやSG29オスマンのノウハウを活用し、多様な投資戦略を適用させた、幅広い資産クラ

スへの柔軟なアクセスを日本のお客さまに提供いたします。 
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９．投資に関する意思決定プロセス 

運用プロセス 

計画（PLAN）： 運用・企画部で運用方針および運用状況に基づき運用計画案を作成し、運用委

員会にて決定します。 

実行（DO）： 運用計画に基づき、ファンドのポートフォリオの構築および管理を行います。 

検証（CHECK）： 運用・企画部では、リスクおよびパフォーマンスの分析を行います。また、分

析の結果は運用委員会に報告され、内容について評価・検討を行います。 

 コンプライアンス本部では、運用ガイドラインに基づく運用状況、および法令

等の遵守状況のモニタリングを行います。モニタリングの結果はコンプライア

ンス委員会に報告され、内容について検討・確認を行います。 

 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

報酬につきましては、運用対象資産/運用形態/受託金額等により異なりますので、お客様と協議

のうえ、決定させていただきます。 

 

 

11．その他、特記事項 

当社の特徴 

当社と密接な関係を持つSG29オスマン・マネジメント・エス・エイ・エス（以下、「SG29H」）

は、フランスを拠点とする、ソシエテ・ジェネラル・プライベート・バンキング・フランスの富

裕層向け資産運用に特化した運用会社です。当社は、日本の投資家の皆様へ投資信託または投資

一任契約を通じて、欧州で培われた先進的な金融ソリューションを提供致します。 

 

SG29オスマン・マネジメント・エス・エイ・エスのプロファイル 

SG29Hは、2006年にフランスの金融当局から認可を受けて業務を開始しました。ソシエテ・ジェネ

ラルの100%子会社であり、ソシエテ・ジェネラルのプライベート・バンキング部門の一翼を担っ

ています。2021年11月に、リクソー・アセット・マネジメント・エス・エイ・エス社のカスタマ

イズド・ソリューション・インベストメント (CSI)部門を引継ぎ、運用体制の強化を図りまし

た。SG29Hは現在、債券運用、株式運用、マルチアセット運用、ストラクチャード商品・デリバ

ティブ運用に特化した業務を展開しております。 
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会社名 ソラリス・マネージメント株式会社 
 
所在地 〒 103-0026 東京都中央区日本橋兜町6-5 兜町第6平和ビル FinaGATE KABUTO3号 

 電話 03-5847-7721 ファックス  

   ＨＰアドレス  

代表者 代表取締役 戸矢 博明 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第3208号 登録年月日 2020年9月1日 

協会会員番号 012-02909   

業務開始年月 2020年10月14日 資本金 8500万1円 

作 成 部 署 業務管理部 電 話 03-5847-7725 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

３．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 １．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ２．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

   

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

戸矢博明 100%    

     

     

     

     

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2021年12月期 0 0 -37 -37 109 

2020年12月期 0 0 -17 -17 147 

  年 月期      

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数      7名 

②運用業務従事者数    5名 

 内 ファンド・マネージャー数    2名、平均経験年数 23年 0  ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者   名、平均経験年数   年   ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者  名、平均経験年数  年  ヵ月 

 内 調査スタッフ数    3名、平均経験年数  7 年 1 ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数    1名 

 CFA協会認定証券アナリスト数     名 



 

 

 

 

ソラリス・マネージメント㈱ 

＜組織図＞ 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間    2021年1月1日 ～ 2021年12月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合  該当なし 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 

②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 
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７．契約資産 

①契約資産状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 - - - - 

私的年金 - - - - 

その他 - - - - 

計 - - - - 

個人 - - - - 

国内 計 - - - - 

       

海

外 

法

人 

年金 - - - - 

その他 2 10,127 - - 

計 2 10,127 - - 

個人 - - - - 

海外 計 2 10,127 - - 

       

総合計 2 10,127 - - 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、0件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 -件 

 -百万円 

欧州 -件 

 -百万円 

アジア -件 

 -百万円 

その他 -件 

 -百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 - - 2 - - - - - - 

金額 - - 10,127 - - - - - - 

 

④契約規模別分布状況（2022年3月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 - 1 1 - - - 

 構成比(％) - 50.0% 50.0% - - - 

金額 - 4,619 5,508 - - - 

 構成比(％) - 45.6% 54.4% - - - 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

運用哲学 
 現代社会が直面する問題の解決に資する事業を持つ企業に優先的に投資します。 

 市場の混乱や一過性のイベントによってミスプライシングが起きている場面、市場価格がディスカウントされ

ており、企業の根源的価値が顕在化する余地がある場面で積極的に投資します。 

 スチュワードシップ・コードの精神にのっとり、投資先と真摯に対話します。投資先企業において企業価値の

向上に繋がる変化があれば、これを支援します。 

 投資にあたっては、「フィデュシアリー・デューティーを重視する」「中長期的な視点に基づき投資先を評価

する」「経営を改善するためのソリューションや糸口を提供する」「経営執行に乗り出すよりも、課題解決を

応援・サポートする」「投資先企業にESG時代への早期対応を促す」ことを原則とします。 

運用スタイル 
 日本におけるファンディング・ギャップ（注）への投資 

 個別の会社における価格変動要因を分析し、ミスプライシングに集中投資 

（注）ファンディング・ギャップとは、投資家数が少ないため、価格づけが非合理的になりやすい分野をいう。例

としては、新興企業である、成長が鈍化している、コーポレート・ガバナンスに課題がある等の理由で、多くの機

関投資家から注目を得られず、安値で放置されている企業など 

 投資対象となるアセット・クラス 

 株式 (上場・一部Pre-IPO)・債券 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

運用の開始に先立ちCIOがリスク・コンプライアンス委員会との間で合意するリスク・ガイドライ

ンに基づき投資委員会が運用方針を策定し、CIOはかかる運用方針に従って投資判断及び発注を行

うものとします。リスク・ガイドラインは、CIOが運用することを認められる数値基準を示すもの

で、セクター、時価総額、エクスポージャー、流動性、ヘッジ等の項目によって構成されます。業

務管理部長は、CIOによる運用財産の運用がリスク・ガイドラインや運用方針を遵守して行われて

いるかを、当社の執行管理システム上の記録と取引に係る約定ステイトメントを照合する等の方法

により、日次で監視します。  

 ヘッジ戦略 

･ 企業業績見通しと株式市場の大きな乖離、株式市場の過熱感に対応 

･ 個別銘柄毎及びポートフォリオ全体の連動性を見て検討 

･ ヘッジ手法 (東証株価指数先物、カスタムバスケット、個別株オプション等) 

 

10．運用受託報酬・投資助言報酬 

運用受託報酬体制に関しまして、 

 

運用受託報酬は、管理報酬と成功報酬との2種類からなり、投資対象・運用手法等に基づいて決定

しております。 

 

管理報酬は、毎月評価日の純資産額に料率を掛けて算定。（月次ベース） 

成功報酬は、ハイウオーターマーク方式を採用し、一定水準の超過額に対して料率を掛けて算

定。但し、一定水準を超えなければ成功報酬は受領しません。（毎月計算されますが、支払いは

年次ベース） 

 

 

 

11．その他、特記事項 

 

 
 



 

 

 

 

ＳＯＭＰＯアセットマネジメント㈱ 

会社名 ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社 
 
所在地 〒 103-0027 東京都中央区日本橋二丁目２番16号 

 電話 03-5290-3400 ファックス 03-3231-7004 

   ＨＰアドレス https://www.sompo-am.co.jp/ 

代表者 代表取締役社長  小嶋 信弘 

金融商品取引業登録番号 関東財務局長(金商)第351号 登録年月日 平成19年９月30日 

協会会員番号 第010-00076号   

業務開始年月 昭和61年４月４日 資本金 15.5億円 

作 成 部 署 経営企画部 電 話 03-6895-3675 

 

１．業の種別 

投資運用業 １．法第２条第８項第12号イに係る業務 ②．法第２条第８項第12号ロに係る業務 

③．法第２条第８項第14号に係る業務 ４．法第２条第８項第15号に係る業務 

投資助言・代理業 ①．法第２条第８項第11号に係る業務 ２．法第２条第８項第13号に係る業務 

第一種・第二種業 １．法第28条第１項に係る業務 ②．法第28条第２項に係る業務 

 

２．主な営業所、子法人等、提携企業 

区分 名称 所在地 

バックアップオフィス 八重洲バックアップオフィス 東京都中央区八重洲一丁目4番10号 

東京建物八重洲仲通りビル９階 

   

   

 

３．主な株主 

株主名 
議決権 
保有比率 

 株主名 
議決権 
保有比率 

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 100.0％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 ％   ％ 

 

４．財務状況（直近３年度分）  （単位：百万円）

決算期 投資顧問部門収益 全体収益 経常損益 当期純損益 純資産額 

2022年３月期 4,403 10,680 1,973 1,359 4,138

2021年３月期 3,361 8,492 1,248 852 3,474

2020年３月期 3,408 8,169 876 582 3,217

 

５．組織（証券業または信託業務を営む場合、①～③については投資顧問部門に従事している実質

人数を記載） 

①役職員総数  171  名 

②運用業務従事者数  62  名 

 内 ファンド・マネージャー数  58  名、平均経験年数 15 年 6 ヵ月 

 内 投信併営会社の場合の 投資顧問部門専任者 － 名、平均経験年数 － 年 － ヵ月 

投資顧問・投信部門兼任者 58 名、平均経験年数 15 年 6 ヵ月 

 内 調査スタッフ数  －  名、平均経験年数 － 年 － ヵ月 

③日本証券アナリスト協会検定会員数  84  名 

 CFA協会認定証券アナリスト数  14  名 
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〈組織図（2022年4月1日現在）〉 
 

 

 

６．投資運用契約に係る資産の金融商品取引行為の状況（直近１年度分） 

１．対象期間 2021年4月1日～2022年3月31日 

 

２．金融商品取引行為に係る取引の割合 

 相手方の商号 取引額の割合 備 考 

会員自らが顧客の相手方となった取引 . ％  

下記①に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

下記②に該当する 

法人との取引 

シティバンク銀行 86.8％  

 . ％  

 . ％  

下記③に該当する 

法人との取引 

 . ％  

 . ％  

①顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引法施行令第15条の16に規定する親法人

等・子法人等 
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②顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、その取引額が年間の顧客のために行った金融商品取

引行為に係る取引総額の10％以上である法人 

③顧客のために行う金融商品取引行為の相手方となった法人で、金融商品取引業等に関する内閣府令第126条第３号

に規定する関係外国法人等に該当する法人 

 

７．契約資産 

①契約資産状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

   投資運用 投資助言 

   件数 金額 件数 金額 

国

内 

法

人 

公的年金 6 1,386,032 - - 

私的年金 99 252,559 - - 

その他 15 357,128 2 783,960 

計 120 1,995,719 2 783,960 

個人 - - - - 

国内 計 120 1,995,719 2 783,960 

       

海

外 

法

人 

年金 1 182,177 - - 

その他 13 177,860 14 166,980 

計 14 360,037 14 166,980 

個人 - - - - 

海外 計 14 360,037 14 166,980 

       

総合計 134 2,355,757 16 950,940 

注：投資助言契約欄は、顧客資産の額を前提とした契約のみ記入する。なお、全投資助言契約件数は、 16 件。 

 

②海外年金内訳（運用＋助言） 

米国 - 件 

 - 百万円 

欧州 1件 

 182,177百万円 

アジア - 件 

 - 百万円 

その他 - 件 

 - 百万円 

 

③投資対象別運用状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

 
国内 

株式特化 

国内 

債券特化 

国内 

その他 

海外 

株式特化 

海外 

債券特化 

海外 

その他 

グローバル 

株式特化 

グローバル 

債券特化 

グローバル 

その他 

件数 25 3 7 4 - 7 9 34 45 

金額 878,118 8,249 3,527 29,688 - 4,914 15,971 1,009,722 405,568 

 

④契約規模別分布状況（2022年３月末現在） （金額単位：百万円）

  10億円未満 
10～50億円 

未満 

50～100億円 

未満 

100～500億円 

未満 

500～1,000億円

未満 
1,000億円以上 

件数 56 45 15 8 5 5 

 構成比(％) 41.8 33.6 11.2 6.0 3.7 3.7 

金額 26,524 98,035 109,659 134,537 291,395 1,695,606 

 構成比(％) 1.1 4.2 4.7 5.7 12.4 72.0 
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８．運用の特色（投資哲学、運用スタイル等） 

 

＜当社の投資哲学＞ 
 

『いかなる資産も本来の投資価値を有しており、市場価格は中長期的にはこの投資価
値に収束する。したがって、市場価格と投資価値の乖離が超過収益の源泉となる。』  

 
＜当社の自主運用（インハウス運用）＞ 

 
当社の自主運用（インハウス運用）は、運用資産の中長期的な本源的価値と実際の 
市場価格との乖離を投資判断の基準とし、市場で割安な銘柄に投資を行う  
アクティブ・バリュー・スタイルです。 
『資産配分』から『個別銘柄選択』まで、各資産の投資戦略会議で組織的な意思決定
を行っています。中長期的に見ても同じ投資哲学、同じ運用手法に基づく安定した運
用パフォーマンスが継続できます。 

 
＜当社の外部委託運用＞ 

 
当社の外部委託運用は、保険会社の自己資金運用で培ってきた長年の経験が元に 
なっており、外部委託運用のノウハウや目利き力が当社にも引き継がれています。 
海外の運用会社商品で特徴のあるプロダクトを積極的に導入し、年金基金やリテール

投資家の皆様に提供しています。海外駐在員と担当部署が連携し、デュー  

デリジェンスをはじめ管理・運用を行っています。 

 

 

 

９．投資に関する意思決定プロセス 

 

 

 
 

 

 

（運用を外部委託する場合を除く） 
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10．運用受託報酬・投資助言報酬 

運用受託報酬（年金） 

    

（注）表示は年率・税抜 

契約資産額 国内株式 国内債券 外国株式 外国債券 

10 億円までの部分 0.450% 0.250% 0.480% 0.450% 

10 億円超 20 億円までの部分 0.350% 
0.200% 

0.380% 0.350% 

20 億円超 30 億円までの部分 0.300% 0.330% 0.300% 

30 億円超 50 億円までの部分 0.250% 0.150% 0.300% 0.250% 

50 億円超 100 億円までの部分 0.200% 0.100% 0.230% 0.200% 

100 億円超 200 億円までの部分 0.150% 0.084% 0.180% 0.150% 

200 億円超 300 億円までの部分 0.140% 0.077% 0.165% 0.140% 

300 億円超 500 億円までの部分 0.130% 0.074% 0.155% 0.130% 

500 億円超 1000 億円までの部分 0.125% 0.070% 0.150% 0.125% 

1000 億円超の部分 別途協議 別途協議 別途協議 別途協議 

 

上記は投資顧問料率のうち、代表的な一部を掲載しております。 

運用方法等による個別の料率につきましては当社までお問い合わせください。 

  

 

 

11．その他、特記事項 

 

～お客さま第一宣言（フィデューシャリー・デューティー）の実践に向けて～ 

 

＜目指す企業像＞ 

ＳＯＭＰＯアセットマネジメントは、お客さまの中長期的な資産形成に資する 

最高品質の商品・サービスを提案・提供し、 

「日本一お客さまのことを考える資産運用会社」 

になることを目指します。 

 

＜３つの実現＞ 

当社では、お客さま第一（フィデューシャリー・デューティー）を、 

「プロフェッショナルとしてお客さまのことを第一に考える責務」と考えており、 

その実践として、以下の３つの実現に取り組んで参ります。 

１．お客さまの資産形成に一層貢献できる運用力の実現   

２．真にお客さまの視点にたった商品・サービスの実現  

３．上記を実現するガバナンス体制・業務基盤の実現   

 

 


